
* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

令和6年度 管理事業評価調書（6年度対象）
事業コード 3705 事業名 労働総務事業費

政策名 労働行政の円滑化 施策名 労働行政の執行の円滑化

事業目的 労働局各所属における事務を効率的に進め、労働行政の執行の円滑化を図る。

所属名 労働局労働福祉課
評価責任者 労働福祉課長　加藤　寛雅

作成責任者 田中　恭平 ダイヤルイン 052-954-6894

根拠法令
・計画等

なし

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

6年度（当初） 5年度（当初） 5年度 4年度
11.40人 ( 0人) 11.40人 ( 0人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 5人 ( 0人) 1人 ( 0人) 1人
正規職員（うち地方機関分) 11.40人 ( 0人) 11.40人 ( 0人)

( 0人) 2人 ( 0人)

経費

人件費(a) 115,323 千円 111,019 千円 148,369

従事
人員

千円 140,904 千円

事業費(b) 18,808 千円 18,247 千円 11,363 千円 10,106 千円

公債費(c) 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

計(a)+(b)+(c) 134,131 千円 129,266 千円 159,732 千円 151,010 千円

千円 150,580 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

労働局及び県民事務所産業労働課職員の管理事務費等である。

1　労働総務事業費：18,808千円

千円 0 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 133,873 千円 129,107 千円 159,088

収入のうち、受益者負担額
0 千円 0 千円 0

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1
県民あたりコスト
（PL経常費用／本県人口）

最終目標 ―

5年度

6年度 ― ― （見込）

5年度 ― 21円 （実績）

4
最終目標

（実績）

3
最終目標

6年度 （見込）

2
最終目標

6年度 （見込）

5年度 （実績）

5年度 （実績）

コスト
指標の
増減
分析

5年度の県民あたりコストは、人件費の増加等により、4年度の20円に比べ1円増加した。

6年度 （見込）

課題 局全体の管理運営に必要な事務費等であるが、いかに支出を削減するかが課題である。

今後の
方向性

より経費の削減に努めつつも、行政サービスの質を低下させないように引き続き効率的な事務の執行を行ってい
く。

（実績）

外部
要因
等

なし

目的の
達成に
関する
評価

－：評価なし
（判断の理由）
◎主要な指標：1(理由：管理事業全体の達成度を評価するのに最も適した指標のため）

5
最終目標

6年度 （見込）

5年度



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

令和6年度 管理事業評価調書（6年度対象）
事業コード 3710 事業名 勤労者福祉推進事業

政策名 生き生きと働ける環境づくり 施策名
労働者福祉の向上及び労働環境の改善・整
備

事業目的
勤労者が安心して仕事と生活の調和の取れた働き方ができるよう勤労者福祉の向上を図るとともに、労働環境の
改善・整備を行う。

所属名 労働局労働福祉課
評価責任者 労働福祉課長　加藤　寛雅

作成責任者 田中　恭平 ダイヤルイン 052-954-6894

根拠法令
・計画等

男女雇用機会均等法第2条、第3条、愛知県少子化対策推進条例（平成19年3月23日条例第８号）第9条
あいちワーク・ライフ・バランス行動計画2021-2025

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

6年度（当初） 5年度（当初） 5年度 4年度
39.60人 ( 21.80人) 42.70人 ( 21.80人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 19人 ( 14人) 22人 ( 15人) 22人
正規職員（うち地方機関分) 39.60人 ( 20.80人) 39.60人 ( 21.80人)

( 15人) 22人 ( 15人)

経費

人件費(a) 471,552 千円 446,685 千円 385,297

従事
人員

千円 427,189 千円

事業費(b) 1,357,111 千円 483,895 千円 986,295 千円 399,529 千円

公債費(c) 1,013 千円 1,019 千円 1,019 千円 1,024 千円

計(a)+(b)+(c) 1,829,676 千円 931,599 千円 1,372,611 千円 827,742 千円

千円 756,823 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

仕事と生活の調和の取れた働き方を促進するため、「多様な働き方の普及啓発」などの事業を実施するとともに、
労働環境の改善・整備を行うため、労働講座などの事業を実施する。
 1　勤労者福祉推進費：7,847千円（勤労者スポーツ大会開催費負担金4,283千円）
 2　働き方改革推進事業費：50,848千円（有給休暇取得促進事業費41,780千円）
 3　中小企業男性育児休業取得促進事業費：956,631千円　4　仕事と生活の調和推進事業費：9,372千円
 5　中小企業テレワーク導入支援事業費:39,928千円
 6　子育て女性再就職支援事業費：23,239千円　7　愛知県労働者福祉協議会補助金：1,487千円
 8　労使関係円滑化推進事業費：2,031千円（労使関係調整費1,596千円）
 9　中小企業労働相談費：3,217千円　10　労働災害防止促進費：1,561千円
11　労働総合支援事業費：101,911千円　12　愛知県労働協会補助金：159,039千円

千円 7,330 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 1,782,411 千円 858,338 千円 1,303,483

収入のうち、受益者負担額
13,926 千円 12,096 千円 8,530

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1
年次有給休暇取得日数（県
内の常用労働者10人以上の
民間企業）

最終目標 13日

5年度 100社増（新規登録）

6年度 13日 13日 （見込）

5年度 13日 11.8日 （実績）

4
あいち労働総合支援フロア
の利用件数

最終目標 前年度実績を上回る値

99社増 （実績）

3
労働講座や就労支援セミナ
ー等における参加者の満足
度

最終目標 80％
6年度 80％ 80％ （見込）

2
愛知県ファミリー・フレンドリー
企業登録数

最終目標 100社増（新規登録）
6年度 100社増（新規登録） 100社増 （見込）

5年度 前年度実績を上回る値 36,901件 （実績）

5年度 80％ 95.8％ （実績）

コスト
指標の
増減
分析

5年度の本県雇用者数あたりコストは、4年度に比べて県内雇用労働者数が50,000人増加した一方で、中小企業
男性育児休業取得促進事業費の新設により、4年度の212円に比べ136円増加した。

6年度 前年度実績を上回る値 36,901件 （見込）

課題
6年度も継続して目標を達成できるようにリーフレット等を活用し、市町村や関係機関等を通じた更なる周知・啓発
活動を行う必要がある。

今後の
方向性

勤労者の意識の変化、企業の動向及び労働関係法令の改正による影響などの情報収集に努めるとともに、より積
極的な広報により新たなニーズを掘り起こし、事業効果の拡大を図っていく。

348円 （実績）

外部
要因
等

なし

目的の
達成に
関する
評価

C：相当程度進展あり
(判断の理由）
◎主要な指標：2（理由：仕事と生活の調和の取れた働き方を促進するための主たる事業であるため）
・仕事と生活の調和推進事業では、愛知県ファミリー・フレンドリー企業登録促進に向けて、市町村や関係機関等を通じて周知、セミナー参加企業
へのリーフレット配布等機会を捉えて周知広報に努めた結果、目標値に近い実績を得ることができた。

5
本県雇用者数あたりコスト
（PL経常費用／本県雇用者
数）

最終目標 ―
6年度 ― ― （見込）

5年度 ―



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

令和6年度 管理事業評価調書（6年度対象）
事業コード 3720 事業名 勤労福祉施設管理運営事業

政策名 生き生きと働ける環境づくり 施策名 勤労福祉施設の管理運営

事業目的
勤労者等の余暇活動促進のため、施設の管理運営を指定管理者に行わせるとともに、施設の適切な管理運営
を図るため指導及び修繕を行う。

所属名 労働局労働福祉課
評価責任者 労働福祉課長　加藤　寛雅

作成責任者 田中　恭平 ダイヤルイン 052-954-6894

根拠法令
・計画等

地方自治法第244条、第244条の2
愛知県労働者福祉施設条例（昭和39年3月27日条例第23号）

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

6年度（当初） 5年度（当初） 5年度 4年度
3.20人 ( 0人) 4.20人 ( 0人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 0人 ( 0人) 0人 ( 0人) 0人
正規職員（うち地方機関分) 3.20人 ( 0人) 3.20人 ( 0人)

( 0人) 0人 ( 0人)

経費

人件費(a) 31,357 千円 30,296 千円 30,435

従事
人員

千円 41,398 千円

事業費(b) 24,501 千円 28,547 千円 23,336 千円 26,314 千円

公債費(c) 20,028 千円 20,212 千円 20,212 千円 20,397 千円

計(a)+(b)+(c) 75,886 千円 79,055 千円 73,983 千円 88,109 千円

千円 68,326 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

勤労身体障害者等の余暇活動促進のため、愛知勤労身体障害者体育館の管理運営を指定管理者に行わせる。
また、適切な管理運営のための指導及び設備修繕を行う。
1　管理指導費：5,140千円
2　愛知勤労身体障害者体育館管理運営委託費：19,361千円

千円 811 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 73,781 千円 76,825 千円 54,041

収入のうち、受益者負担額
704 千円 704 千円 812

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1
施設利用者数（愛知勤労身
体障害者体育館）

最終目標 10,000人

5年度 80％

6年度 10,000人 10,000人 （見込）

5年度 10,000人 10,107人 （実績）

4
最終目標

99％ （実績）

3
施設利用者あたりコスト
（PL経常費用／施設の年間
利用者数）

最終目標 ―
6年度 ― ― （見込）

2
イベント参加者の満足度（愛
知勤労身体障害者体育館）

最終目標 80％
6年度 80％ 80％ （見込）

5年度 （実績）

5年度 ― 6,876円 （実績）

コスト
指標の
増減
分析

5年度の施設利用者あたりコストは、PL経常費用の減により、4年度の7,974円に比べ1,098円減少した。

6年度 （見込）

課題 愛知勤労身体障害者体育館は、リピーター比率が高いため、新規利用者を一層増やしていくことが課題である。

今後の
方向性

愛知勤労身体障害者体育館は、利用者のニーズに沿った管理運営が行われるよう、引き続き県から指定管理者
への指導を行っていく。

（実績）

外部
要因
等

なし

目的の
達成に
関する
評価

B:目標達成
（判断の理由）
◎主要な指標：1（理由：体育館の利用許可は、施設の主要業務であり、適切な管理運営を把握するのに一番適しているため）
・適切な管理運営を実施し、管理事業全体として、目標を上回って達成した。
・愛知勤労身体障害者体育館管理運営について、アンケートによる利用者ニーズの把握や車椅子テニス大会などの集客イベントの開催など、適切
な管理運営を実施し、目標を達成した。

5
最終目標

6年度 （見込）

5年度



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

令和6年度 管理事業評価調書（6年度対象）
事業コード 3730 事業名 雇用対策事業

政策名 就労促進に向けた人材対策 施策名 就労支援

事業目的 求職者と企業を結びつけるきめ細かい就労支援を行い、雇用の安定と中小企業の人材確保を図っていく。

所属名 労働局就業促進課
評価責任者 就業促進課長　中島　正尊

作成責任者 新村　有衣 ダイヤルイン 052-954-6363

根拠法令
・計画等

労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律第5条、第31条、
障害者の雇用の促進等に関する法律第6条、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律第5条

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

6年度（当初） 5年度（当初） 5年度 4年度
19.20人 ( 0人) 19.20人 ( 0人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 10人 ( 0人) 10人 ( 0人) 10人
正規職員（うち地方機関分) 19.20人 ( 0人) 19.20人 ( 0人)

( 0人) 10人 ( 0人)

経費

人件費(a) 229,828 千円 217,796 千円 212,584

従事
人員

千円 209,916 千円

事業費(b) 480,265 千円 348,070 千円 378,140 千円 323,298 千円

公債費(c) 14,835 千円 14,924 千円 14,925 千円 14,975 千円

計(a)+(b)+(c) 724,928 千円 580,790 千円 605,648 千円 548,189 千円

千円 378,411 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

若年者、中高年者、障害者等の雇用促進のため、様々な就労支援を行う。
 1　地域雇用対策費：9,198千円（刑務所出所者等職場定着支援事業費8,102千円）
 2　中小企業人材確保事業費：83,213千円
 3　UIJターン促進事業費：34,290千円　　4　首都圏人材確保支援事業費：66,438千円
 5　プロフェッショナル人材戦略拠点運営委託事業費：60,876千円
 6　若年者雇用促進対策費：111,469千円（就職氷河期世代就職支援事業費77,159千円）
 7　障害者雇用促進対策費：83,946千円（中小企業応援障害者雇用奨励金46,800千円）
 8　中高年齢者雇用促進対策費：4,060千円　　9　ホームレス就業支援事業費：699千円
10　高年齢者雇用安定対策費：9,238千円（愛知県シルバー人材センター連合会運営費補助金8,619千円)
11　外国人雇用促進事業費：16,838千円

千円 0 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 567,109 千円 451,619 千円 432,660

収入のうち、受益者負担額
0 千円 0 千円 0

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1
ヤング・ジョブ・あいちの
利用者の就職者数

最終目標 過去3年間の平均値×1.05（5％増）

5年度 2.3％

6年度 5,805人 5,805人 （見込）

5年度 5,881人 5,245人 （実績）

4
県内シルバー人材センター
登録会員の就業率

最終目標 87.5％

2.28％ （実績）

3
県内求職者の就職率
（新規求職者のうち就職者
数／新規求職者数）

最終目標 前年度実績値を上回る整数値
6年度 23.0％ 23.0％ （見込）

2
障害者の実雇用率
（労働障害者数／基礎労働
者数）

最終目標 2.5％
6年度 2.5％ 2.5％ （見込）

5年度 87.5％ 84.2％ （実績）

5年度 24.0％ 22.0％ （実績）

コスト
指標の
増減
分析

5年度の15歳以上県人口あたりコストは、中小企業人材確保事業費の増加等により、4年度の79円に比べ11円増
加した。

6年度 87.5％ 87.5％ （見込）

課題

・少子化の進展や早期離職などの問題に注目が集まる中、若者と企業の間における雇用のミスマッチ解消やマッチング機会の
提供など、きめ細かな就職支援の充実が課題である。
・高齢者が能力を発揮し続けられる環境を整備する企業を増やすことや、企業と働く意欲のある高齢者のマッチング機会の提
供、高齢者のニーズに対応した就業機会の確保が必要である。
・雇用情勢は持ち直しの動きが広がりつつあるが、一部に改善の動きが弱まっているため注意する必要があり、引き続き、新卒
者、離職者等の雇用機会の確保及び拡大が課題である。

今後の
方向性

・若年者雇用対策事業については、ヤング・ジョブ・あいちの利用者の就職者数の向上について、国と連携し、効果的な事業を実施していく。
・高年齢者雇用対策事業については、県内シルバー人材センター登録会員の就業率の向上のため、愛知県シルバー人材センター連合会と協議
し、会員の就業意欲向上に効果的な取組を実施していく。

90円 （実績）

外部
要因
等

本県の有効求人倍率は、5年平均で1.35倍と前年から0.2ポイント下降したものの、全国平均の1.31倍を上回っている。また、月
別の有効求人倍率では、3年4月以降連続して全国水準以上で推移するなど雇用情勢は回復傾向にある。

目的の
達成に
関する
評価

Ｃ：相当程度進展あり（判断の理由）
◎主要な指標：1（理由：若年者の就職はその後の生活基盤の形成に直結し、行政の支援の必要性が高いため）
・様々な就労支援施策を実施し、若年者、中高年齢者、障害者等の雇用促進を図り、管理事業全体として相当程度進展があった。
・若年者雇用対策事業については、県と国が連携して各種事業を行ったが、 ヤング・ジョブ・あいちの利用者の就職者数の目標を達成することがで
きなかった。
・高年齢者雇用対策事業については、愛知県シルバー人材センター連合会と連携して各種事業を実施し、登録会員の就業率向上を図ったが、目
標を達成できなかった。

5
15歳以上県人口あたりコス
ト（PL経常費用／15歳以上
県人口）

最終目標 －
6年度 － － （見込）

5年度 －



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

令和6年度 管理事業評価調書（6年度対象）
事業コード 3740 事業名 職業能力開発事業

政策名 就労促進に向けた人材対策 施策名 人材育成

事業目的
技能振興、技能尊重機運の醸成を図るとともに、産業人材の育成を支援することにより、本県の産業発展に
資する。

所属名 労働局産業人材育成課
評価責任者 産業人材育成課長　花木　俊敬

作成責任者 吉田　真帆 ダイヤルイン 052-954-6365

根拠法令
・計画等

職業能力開発促進法第4条の2、第15条の2、第28条、第30条、第44～46条、第79条、第87条
第11次愛知県職業能力開発計画

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

6年度（当初） 5年度（当初） 5年度 4年度
22人 ( 0人) 17.90人 ( 0人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 1人 ( 0人) 2人 ( 0人) 2人
正規職員（うち地方機関分) 27.10人 ( 0人) 22人 ( 0人)

( 0人) 1人 ( 0人)

経費

人件費(a) 281,154 千円 221,610 千円 299,695

従事
人員

千円 257,912 千円

事業費(b) 638,893 千円 397,301 千円 403,585 千円 313,460 千円

公債費(c) 1,482 千円 1,499 千円 1,499 千円 1,507 千円

計(a)+(b)+(c) 921,529 千円 620,410 千円 704,779 千円 572,879 千円

千円 398,318 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

職業能力開発や技能振興のため、技能検定の実施、事業主の行う職業訓練に対する助成、技能競技大会の開
催などを行う。
1　報酬等：3,354千円　2　職業能力開発管理費：2,364千円
3　愛知県産業人材育成支援センター事業費：4,374千円
4　あいちの担い手育成確保推進費：12,251千円　5　デジタル人材育成推進事業費：44,015千円
6　就職氷河期世代デジタル人材育成事業費：36,596千円　7　介護分野外国人就職支援費：59,003千円
8　事業内職業訓練費：38,074千円（事業主の行う認定職業訓練助成37,107千円）
9　技能振興事業費：438,862千円（技能五輪全国大会・全国障害者技能競技大会開催費304,130千円、
　　技能五輪国際大会招致推進費44,386千円)

千円 1,957 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 372,221 千円 65,294 千円 540,825

収入のうち、受益者負担額
2,433 千円 2,567 千円 1,712

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1 技能検定合格者数
最終目標 8,500人

5年度 25,000人

6年度 8,500人 8,500人 （見込）

5年度 8,500人 6,673人 （実績）

4
最終目標

17,058人 （実績）

3
15歳以上県人口あたりコスト
（PL経常費用／15歳以上県
人口）

最終目標 －
6年度 － － （見込）

2 認定職業訓練生数
最終目標 25,000人

6年度 25,000人 22,254人 （見込）

5年度 （実績）

5年度 － 113円 （実績）

コスト
指標の
増減
分析

5年度の15歳以上県人口あたりコストは、技能振興事業費の増加等により、4年度の87円に比べ26円増加した。

6年度 （見込）

課題 中小企業や中小企業団体における職業訓練の充実をどのように進めていくかが課題である。

今後の
方向性

中小企業や中小企業団体が実施する職業訓練に対する支援を通じて、訓練生の増加に努めていく。

（実績）

外部
要因
等

なし

目的の
達成に
関する
評価

D：進展が大きくない
(判断の理由）
◎主要な指標：1(理由：選定した指標のうち事業目的である技能振興、技能尊重機運の醸成を図る指標として、技能者の技能習熟度を測る国家検定である技能検定合
格者数が適当であるため）
・職業能力開発及び技能振興の推進により、技能及び技能者に対する認知、理解が深まることとなった。
・技能検定受検について、令和5年度から、コロナ禍を踏まえた制限がなくなったが、受験者数は回復していない。令和6年度も、技能に対する社会的評価・地位の向上を
目指し技能検定の受検を推進していく。
・事業内職業訓練事業について、企業事業主、団体の運営費に対して助成を行うなど、企業の職業訓練の支援を進めている。令和5年度は、休止団体が増えつつも新
規認定団体が訓練をスタートし、前年度から微増（780人増）した。令和6年度は、依然休止する団体がある中、訓練規模を拡充する団体があるため、目標値の9割に達す
る見込みである。

5
最終目標

6年度 （見込）

5年度



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

令和6年度 管理事業評価調書（6年度対象）
事業コード 3750 事業名 技術専門校等管理運営事業

政策名 就労促進に向けた人材対策 施策名 技術専門校等の管理運営

事業目的
新規高等学校等卒業者、離転職者、在職技能労働者、障害者等を対象に技能・知識の付与等することで雇用
の安定及び産業振興等を図る。

所属名 労働局産業人材育成課
評価責任者 産業人材育成課長　花木　俊敬

作成責任者 吉田　真帆 ダイヤルイン 052-954-6365

根拠法令
・計画等

職業能力開発促進法第15条の6、第16条、第94条
第11次愛知県職業能力開発計画

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

6年度（当初） 5年度（当初） 5年度 4年度
92.40人 ( 85人) 94.40人 ( 87人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 25人 ( 24人) 25人 ( 24人) 25人
正規職員（うち地方機関分) 92.30人 ( 85人) 92.40人 ( 85人)

( 24人) 25人 ( 24人)

経費

人件費(a) 1,128,157 千円 1,072,636 千円 955,311

従事
人員

千円 994,211 千円

事業費(b) 3,268,832 千円 2,623,110 千円 1,797,620 千円 3,269,660 千円

公債費(c) 313,741 千円 252,465 千円 319,428 千円 505,864 千円

計(a)+(b)+(c) 4,710,730 千円 3,948,211 千円 3,072,359 千円 4,769,735 千円

千円 1,069,544 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

新規高等学校卒業者、離転職者、在職技能労働者、障害者の雇用の安定を図るため、県立高等技術専門校、
愛知障害者職業能力開発校において職業訓練を行う。
1　普通課程訓練費：92,541千円（新規学卒者対象の訓練 92,541千円）
2　短期課程訓練費：1,552,423千円（離転職者の訓練 95,132千円、在職者訓練 15,951千円、民間教育
 　訓練機関等を活用した雇用セーフティネット対策訓練 1,441,340千円）
3　障害者職業訓練費：315,939千円（施設内訓練 272,739千円、委託訓練 43,200千円）
4　技術専門校整備費：1,307,929千円（岡崎高等技術専門校整備費 1,273,663千円、
　　施設設備整備費 20,068千円、東三河校長寿命化改修工事費 244千円、
　　プラスチック成形技能検定場整備費 13,954千円)

千円 12,639 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 2,417,700 千円 1,877,601 千円 789,325

収入のうち、受益者負担額
18,334 千円 21,848 千円 9,815

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1
普通課程の普通職業訓練修
了者の就職率

最終目標 95％

5年度 80％

6年度 95％ 95％ （見込）

5年度 95％ 96％ （実績）

4
障害者職業訓練修了者の就
職率

最終目標 40％

86.5％ （実績）

3
短期課程の普通職業訓練修
了者（雇用セーフティ）の
就職率

最終目標 75％
6年度 75％ 75％ （見込）

2
短期課程の普通職業訓練修
了者（離転職者訓練）の就
職率

最終目標 80％
6年度 80％ 80％ （見込）

5年度 40％ 63.3％ （実績）

5年度 75％ 79.6％ （実績）

コスト
指標の
増減
分析

5年度の県内雇用労働者あたりコストは、4年度に比べて県内雇用労働者数が50,000人増加したこと、物件費の減
等により、4年度の664円に比べ22円減少した。

6年度 40％ 40％ （見込）

課題
更なる就職率の向上に向け、企業の人材ニーズや求職者の受講希望に対応した訓練科目や内容を適切に提供
していくことが課題である。

今後の
方向性

公共職業訓練の実施においては、施設内訓練、委託訓練ともに、事業規模及び内容について、民間教育訓練機
関との役割分担を踏まえ、企業の人材ニーズや求職者の受講希望に対応するため、引き続き訓練科目や内容を
見直し、充実を図っていく。

642円 （実績）

外部
要因
等

なし

目的の
達成に
関する
評価

B:目標達成
(判断の理由）
◎主要な指標：１(理由：将来の本県の産業を担う30歳以下の技能労働者を対象とした職業訓練であるため）
・第11次愛知県職業能力開発計画に位置付けられた公共職業訓練を実施し、地域や企業のニーズに応じたモノづくり人材の育成を進めることによ
り、管理事業全体として、相当程度進展があった。
・企業訪問による就職先の開拓等により、就職率の向上に努めた結果、普通課程、短期課程（離転職者訓練）、短期課程（雇用セーフティネット対
策訓練）、障害者の全てについて目標を達成した。

5
県内雇用労働者あたりコスト
（PL経常費用／県内雇用労
働者数）

最終目標 －
6年度 － － （見込）

5年度 －


